
 東京電力ホールディングス株式会社
労働環境改善

201７/5/25現在

23 30 7 14 21 28 4 11 18 下 上 中 下 前 後

（実　績）
　・検査対象者・医療機関等からの問い合せ対応及び検査費用の精算手続き

（予　定）
　・検査対象者・医療機関等からの問い合せ対応及び検査費用の精算手続き

5

作業員の確保
状況と地元雇
用率の実態把
握

（実　績）
　・作業員の確保状況（４月実績/６月予定）と地元雇用率
　  （４月実績）についての調査・集計

（予　定）
　・作業員の確保状況（４月実績/６月予定）と地元雇用率
　  （４月実績）についての調査・集計
　・作業員の確保状況（５月実績/７月予定）と地元雇用率
　  （５月実績）についての調査・集計
　・作業員の確保状況（６月実績/８月予定）と地元雇用率
　  （６月実績）についての調査・集計

6

労働環境・生
活環境・就労
実態に関する
企業との取り
組み

（実　績）
　・労働環境・生活環境・就労実態に関する意見交換及び実態把握
　・意見交換及び実態把握に基づく解決策の検討・実施・結果のフィード
　　バック
　・相談窓口への連絡（処遇・労働条件等）への対応

（予　定）
　・労働環境・生活環境・就労実態に関する意見交換及び実態把握
　・意見交換及び実態把握に基づく解決策の検討・実施・結果のフィード
　　バック
　・相談窓口への連絡（処遇・労働条件等）への対応
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労働環境改善スケジュール

分
野
名

括
　
り

作業内容 ８月６月 ７月 備　考これまで１ヶ月の動きと今後１ヶ月の予定 ４月 ５月

3
長期健康管理
の実施

検
討
・
設
計

現
場
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業
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1
防護装備の適
正化検討

（実　績）
　・管理対象区域の運用区分及び放射線防護装備の適正化検討※
　・管理対象区域の運用区分に応じた放射線防護装備の適正化の
　　運用開始（2016年3月8日～）

（予　定）
　・管理対象区域の運用区分及び放射線防護装備の適正化検討※
　　（運用範囲の拡大等）

※管理対象区域を３つのゾーンに区分し、休憩所や装備交換所で、
　各区分に応じた防護装備を着用することで、作業時の負荷軽減
　による安全性と作業性の向上を図る。

4

防
災
安
全

2

重傷災害撲
滅、全災害発
生数の推移

（実　績）
 　・協力企業との情報共有、安全施策の検討・評価
 　・安全推進協議会の開催(毎週)：災害事例等の再発防止対策の周知等
 　・作業毎の安全施策の実施（ＴＢＭ－ＫＹ等）
　 ・2016年度災害発生状況、2017年度安全活動計画（4/27公表）
 　・熱中症予防対策の実施（５～９月）
　
 （予　定）
 　・協力企業との情報共有、安全施策の検討・評価
 　・安全推進協議会の開催(毎週)：災害事例等の再発防止対策の周知等
 　・作業毎の安全施策の実施（ＴＢＭ－ＫＹ等）
 　・熱中症予防対策の実施（５～９月）

継続的な医療
職の確保と患
者搬送の迅速
化

（実　績）
　・１F救急医療室の2017年６月までの医師確保完了
　　（固定医師１名＋ﾛｰﾃｰｼｮﾝ支援医師）
　・１F救急医療室の７月～９月の勤務医師調整

（予　定）
　・１F救急医療室の７月～９月の勤務医師調整
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7
構内専用車両
の点検整備

（実　績）
　・未点検の構内専用車両の整備計画の検討・策定（6月分）
　・未点検の構内専用車両の整備の実施

（予　定）
　・未点検の構内専用車両の整備計画の検討・策定（6～８月分）
　・未点検の構内専用車両の整備の実施

労働環境・生活環境に関する実態把握・解決策検討・実施

作業員の確保状況集約▽

情報共有、安全施策の検討・評価

▽作業員の確保状況調査依頼

管理対象区域の運用区分及び放射線防護装備の適正化検討

作業員の確保状況（４月実績/６月予定）と

地元雇用率（４月実績）についての調査・集計
作業員の確保状況(５月実績/７月予定)と

地元雇用率(５月実績)についての調査・集計

健康相談受付

各医療拠点の体制検討

▼作業員の確保状況調査依頼 作業員の確保状況集約▽

【検査受診期間】 検査対象者・医療機関等からの問い合せ対応、検査費用清算手続き

▽作業員の確保状況調査依頼

作業員の確保状況 (６月実績/８月予定)と

地元雇用率(６月実績)についての調査・集計

管理対象区域の運用区分に応じた放射線防護装備の適正化

１Ｆ救急医療室６月までの医師確保完了

協力企業との意見交換会

▽（７月下旬）

1F救急医療室の７月～９月の勤務医師調整

▼2016年度災害発生状況、2017年度安全活動計画（4/27公表）

熱中症予防対策の実施（５～９月）

未点検の構内専用車両の整備計画の検討・策定（6月分）

未点検の構内専用車両の整備の実施

未点検の構内専用車両の整備計画の検討・策定（7月分） 未点検の構内専用車両の整備計画の検討・策定（8月分）

新規追加

新規追加

協力企業との意見交換会

（６月下旬）▽
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福島第一原子力発電所における
救急搬送用ヘリポートの運用開始について

2017.5.25

東京電力ホールディングス株式会社



福島第⼀原⼦⼒発電所 ヘリポートの運⽤開始

新事務本館入口付近 ヘリポート

国道6号

新事務本館

発電所構内

 傷病者を救急搬送するためのヘリポートを福島第一原子力発電所敷地内に設置し、5月9日
に運用が可能となりました。

 これにより、従来の運用(双葉町郡山海岸又は福島第二にてドクターヘリに乗り継ぎ）に比べ、
外部医療機関の処置が必要な重症者の対応が速やかに出来るようになりました。

撮影日：2017年5月10日



【参考】福島第一原子力発電所 救急医療体制及び搬送体制

常駐スタッフ：主に救急科専門医 １名
救急救命士 １名
看護師 １名
事務員 １名

・傷病者の被ばく・汚染状態確認後、診察
（必要に応じ除染実施）

・医師は所外病院への搬送要否を判断
・搬送先・搬送手段の調整

↓
所外医療機関への搬送

救急医療室（入退域管理棟内）

重篤患者の場合医師も同行

１Ｆヘリポートor
郡山海岸or福島第二

（ヘリへ引き渡し）

・傷病者状態、被ば
く線量、汚染状況
等をヘリ医師へ伝
達

・傷病者スクリーニ
ング検査証明書を
医師に手渡す

重篤患者の場合、医
師・放射線管理員が同
行し医療機関へ直行
の選択もある

富岡消防署等
（公設消防へ引き渡し）

・放射線管理員は医療機関まで同行

・複数傷病者発生時は、傷病者スクリーニング検査
証明書を救急隊員に手渡す

・傷病者を医療機関へ引き渡す

・放射線管理員が同行する際は、被
ばく線量、汚染状況等を伝達

福島第一 福島ＯＦＣ

・１Ｆにて多数傷病
者等が発生し、
医療室での搬送
先・搬送手段の
調整が困難な場
合、それをＯＦＣ
が対応

医療機関

協力
体制

東電所有の救急車

東電所有の救急車

公設救急車

(24時間体制)

※郡山海岸への搬送は
公設救急車での対応もある

構外支援

・医療スタッフ
の現場派遣

協力
体制



室内全景

エコー

除染室

レントゲン

当社所有の救急車
周辺監視区域のフェンスの内外に

各２台（計４台）配備

体内除染剤配備



福島第一原子力発電所における
構内専用車両の点検整備について

2017年5月25日

東京電力ホールディングス株式会社



1
構内専用車両に関する状況について

１．発電所構内での車両の管理

・構内専用車両……スクリーニング結果により、構外に持ち出すことができない車両
（車両ﾅﾝﾊﾞｰなし）（ 汚染車両、故障等で動作不能の車両、

【構内整備】 修理不能となった車両等）
「構内専用車両」（赤ステッカー）を
貼付し、当社で車両整備状況を管理。

・入構車両 ………構内に持ち込まれる車両
（車両ﾅﾝﾊﾞｰ付） 協力企業所有作業車両、運搬車両、当社業務車等）

【構外整備】 各自所有者（当社, 協力企業等）による管理。

２．構内専用車両での問題点

・福島第一事故前の車両および災害復旧対応により構内へ入った車両が、スクリーニング
結果により構外へ出せなくなったケースが多数発生。

⇒外に出せない車両を点検整備をせず使用し続けると、故障のリスク（油漏れ等）や事故
リスクが高まることから、安全確保のため構内専用車両整備工場での整備を
平成26年6月開始。（当時、構内点検整備対象台数：約４００台）

⇒しかしながら、工事入構車両が増える一方で、構外へ出せず車検切れとなり、
構内点検整備対象となる車両が想定以上に増加。（構内点検整備対象台数：８30台）

◎構内専用車両の整備を強化していく必要がある。

構内専⽤⾞両

企業名
管理番号



2
構内専用車両の整備状況および体制について

３．構内専用車両の整備状況について 車両内訳は2017.5.19現在

４．整備体制の強化について

H29／4から未点検整備車両の早期削減のため下記の通り整備体制の強化を図った。
◇ ６名／日（工場長１名・副工場長１名・整備士４名）＜整備士3名→4名に増員＞

◇ 稼働日数の増 4日 → 5日

項目 小型車 大型車 計

①構内専用車両登録台数（赤ステッカー貼付車両） 737 273 1010

②整備不能等による不稼動車両台数（点検対象外） 106 74 180

（ａ）構内点検整備対象台数（①－②） 631 199 830

（ｂ）整備完了台数 423 76 499

（ｃ）未点検整備車両台数（ａ－ｂ） 208 123 331

（ｄ）点検整備率（ｂ／ａ） 67% 38% 60%

⇒目標：構内専用車両の点検整備率１００％

５．その他

不稼働車両については、処分方法について検討中。



構内整備⼯場と整備の様⼦ 3


